
東京大学・大学院医学系研究科（医学部）・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６０１

挑戦的萌芽研究

2018～2016

国際精神保健におけるeHealth戦略の普及方策に関する理論的・実証的研究

Theoretical and empirical research of strategies to promote an e-health approach
 in global mental health

９０１７７６５０研究者番号：

川上　憲人（Kawakami, Norito）

研究期間：

１６Ｋ１５３７１

年 月 日現在  元   ６   ５

円     2,800,000

研究成果の概要（和文）：中低所得国でのe Mental Healthに関する研究論文のSystematic reviewを実施した。
ベトナム、ミャンマー、ネパールにおいて精神保健分野の専門家にe-Mental Healthについてヒアリング調査を
実施した。ベトナムに対して東京大学に設置したウェブサイトから、ベトナム語に翻訳されたeラーニングを提
供し、ユーザーに対するアンケートからユーザー行動について情報を収集した。以上から、アジアの中低所得国
におけるe Mental Healthの普及戦略を、個人および環境の両側面から整理した。

研究成果の概要（英文）：A systematic review was conducted on research of e-mental health 
interventions in low and middle-income countries. A hearing was made of mental health specialists 
concerning e-mental health in Vietnam, Myanmar, and Nepal. An e-mental health e-learning program 
that was translated into a local language was provided to participants in Vietnam from a server at 
the University of Tokyo, with collecting data of user behaviors of these participants. With findings
 from these studies, a strategy for promoting e-mental health in low and middle-income countries in 
Asia was discussed, in terms of individual and environmental focuses. 

研究分野：精神保健学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ICTの発展段階、各国の文化、提供されるコンテンツに着目して整理する。このことにより、WHOが推進する
eHealthの考え方を精神保健分野で効果的に活用、展開する方策が明らかになり、わが国が所有するeHealth技術
を効果的に活用して発展途上国を含めた各国の精神保健を支援することが可能になる。研究成果を踏まえてアジ
アにおける精神保健eHealthを牽引する情報発信拠点を国内に確立することができる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2015年 9月に合意された国連持続可能な開発目標（SDGs）では、目標３「あらゆる年齢の
すべての人に対する健康な生活の確保、福祉（well-being）の促進」の下に心の健康と幸福の
促進（項目 3.4）が明記された。外務省「平和と健康のための基本方針」（2015 年 9 月）では
国際協力の保健課題として「精神保健分野への支援」が掲げられた。アジア太平洋経済協力
(APEC)は 2014年 9月にアジアにおける持続的な生産性向上のために精神保健対策を推進する
ロードマップを採択した。精神保健を国際保健・国際協力の視点から展開されることが今、緊
急の課題となっている。 
国際精神保健の普及の鍵は、人材育成と情報通信技術(ICT)を活用した科学的根拠に基づく安
価なサービスの提供にある。WHO も今後の健康戦略として eHealth の推進を第 58 回世界保
健総会(2005)で決議している。しかし eHealthの課題は提供者とユーザー、その他の関係者を
つなぎ合わせる技術の弱さにある。安価な eHealthサービスが提供されていても、人々にこれ
にアクセスしこれを活用するためには、十分に周到に理論的および実証的に検討され、かつ各
国の文化や ICT普及状況を踏まえたマーケティング戦略を組みこむことが必須である。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、学際的かつアジアを中心とした国際的なネットワークを形成し、チームによる
情報収集、意見交換とコンセンサス形成、さらに現地調査とモデル実証研究により、精神保健
分野における eHealthの普及方策について理論形成と実証モデルの提案を行うことである。特
に ICTの発展段階、各国の文化、提供されるコンテンツに着目して整理する。このことにより、
WHOが推進する eHealthの考え方を精神保健分野で効果的に活用、展開する方策が明らかに
なり、わが国が所有する eHealth技術を効果的に活用して発展途上国を含めた各国の精神保健
を支援することが可能になる。研究成果を踏まえてアジアにおける精神保健 eHealthを牽引す
る情報発信拠点を国内に確立することができる。 
 
３．研究の方法 
(1）学際・国際チーム（研究会） 
学際・国際チーム（研究会）を編成した。ICT 普及状況の異なる東南アジアの３カ国、ネパ
ール（ICT 低普及国）、ミャンマー（ICT 発展中）、ベトナム（ICT 普及国）の代表者および国際
チームとして、これ以外の国からも専門家の参加を依頼した。 
(2) システマティックレビュー 
中低所得国での e Mental Health に関する研究論文の Systematic review を実施した。 
(3) 情報提供サイトの設置 
東京大学大学院医学系研究科精神保健分野に e Mental Health 専用のウェブサーバーを設置
し情報提供サイトを立ち上げ、情報提供を行う体制を構築した。 
(4) 主要ターゲット３国におけるヒアリング 
主要ターゲット３国において政府機関および NGO/NPO の精神保健分野の eHealth についてヒ
アリングによる意向調査を実施した。 
(5) 主要ターゲット国における eラーニングの提供と利用に関する調査 
主要ターゲット国に対して東京大学に設置したウェブサイトから、各国語に翻訳された情報
提供サイトおよび eラーニングをモデル的に提供し、ユーザーに対するアンケートからユーザ
ー行動について情報を収集した。 
(6) 研究成果のまとめと情報発信 
成果をとりまとめ、国際精神保健における eHealth 普及のための理論に関するコンセンサス
を形成し、またこれと関連づけて好事例をまとめる。東京大学に設置されたウェブサイトから
も情報提供した。 
 
４．研究成果 
(1) 学際・国際チーム（研究会） 
研究会にはネパール、ミャンマー、ベトナム、インドネシア、シンガポール、台湾の研究者
が参加した。チームはメール、Skype などで定期的なミーティングを行った。 
(2) システマティックレビュー 
20 研究を組み入れた。9研究はアジア（インド、シリア、イラン、ベトナム）、3研究は南米、
4研究はアフリカ、1研究はロシアからであった。大部分の研究は精神疾患の治療に関するもの
であり、うつ病の治療研究が最多であり、アルツハイマー病、攻撃性、自傷などが含まれてい
た。予防的介入は 3研究のみであり、リラクゼーション法、認知行動療法、心理教育であった。
サービスの利用に関連する要因を整理した研究では ICT メディアの選択、場所、現地機関との
協力、現地スタッフの訓練、現地サービスとの整合性があげられていた。 
(3) 情報提供サイトの立ち上げ 
東京大学大学院医学系研究科精神保健分野に e Mental Health 専用のウェブサーバーを設置
し情報提供サイトから国際精神保健レクチャーシリーズ(H26-27)の 13 回のビデオ講義（英語）
をストリーミングで提供した。 
(4) ベトナム、ミャンマー、ネパールにおけるヒアリング 



ベトナム、ミャンマー、ネパールにおいて精神保健分野の専門家に e-Mental Health につい
てヒアリング調査を実施した。これらを RE-AIM 枠組み (Glasgow et al., 1999)の 5つの視点
により整理した。到達度(R)および採用度(A)は各国の ICT 普及状況によって大きく影響を受け
ていた。ベトナムではどの地域でも smartphone を利用した e-Mental Health コンテンツへのア
クセスは容易であったが、smartphone の OS およびそのバージョンが多様である点が課題とし
てあげられた。ミャンマーでは大都市周辺ではアクセスは問題ないが、地方ではアクセスが難
しい。ネパールではカトマンズ市内であれば smartphone の普及率も高くアクセスは可能である
が、その他の地域では困難であり、オフラインでの使用が普及には必須であった。ICT の普及
率に加えて、特定の集団のみにサービスが提供され格差を生むことへの懸念が示された。いず
れも国でも利用者に継続して利用させる仕組み（維持度[M]）は大きな課題であった。 
(5) 主要ターゲット国における eラーニングの提供と利用に関する調査 
ベトナムに対して東京大学に設置したウェブサイトから、ベトナム語に翻訳された eラーニ
ングを提供した。20 名が参加しアンケートに回答した。利用したデバイスは iPhone が半数以
上で、android スマートフォンが約 25％であった。8 割以上の者がアクセスは容易であったと
回答していた。コンテンツへの満足度もおおむね高かった。しかしアクセス時に日本語が一部
見えるなど他言語を基本としたプログラムへの違和感や不安感があるとアクセスを中止してし
まいやすかった。使用に影響を与えるその他の要因として、アプリのダウンロードができない、
自分のスマートフォンでアプリが動作しない、多忙すぎ使用できないなどが数名ずつ見られた。
継続使用に効果があったと参加者が回答した理由は SMS によるリマインダーが最多であり、周
囲からの勧めがこれに次いでいた。 
(6) 研究成果のまとめと情報発信 
以上から、アジアの中低所得国における e Mental Health の普及戦略を、個人および環境の
両側面から整理した。これに基づき e Mental Health の介入の無作為化比較試験の大型研究費
の申請を行う予定である。また成果を e Mental Health 情報提供サイトに掲載する準備を行っ
ている。JICA スタッフ等へのヒアリングを行い、e Mental Health 普及のための国際協力の在
り方について検討している。 
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